
②≪創業≫国家戦略特区等提案検討要請回答

土壌汚染対策法関連
汚染土壌処理業に関する省令（平成
二十一年環境省令第十号）施行日：
令和３年４月１日（令和三年環境省令
第三号による改正）第１条５号イに規
定する「自然由来等土壌構造物利用
施設」
→民間の埋め立て事業に適用されな
い。

土壌環境基準（環境庁告示第46号：
平成３年８月23日）関連
→安全基準としては既定の基準値で
もよいが、自然由来土壌の有効活用
を図るため、自治体等がこの基準を
横引きする際の適用について、但し
書きなどで運用しやすくするべきであ
る。

特区適用により、土壌汚染対策法の
規制緩和を行い特例措置により新た
な仕組みを構築するため、条例によ
る維持管理規程でも自然由来土壌の
埋立を認める。
→汚染土壌処理業に関する省令（平
成二十一年環境省令第十号）施行
日：令和３年４月１日（令和三年環境
省令第三号による改正）第１条５号イ
に規定する「自然由来等土壌構造物
利用施設」の適用が民間の埋め立て
事業に即していないため、改正し自然
由来土の有効活用が図られるように
して頂きたい。

特区適用により、自然由来土壌の有
効活用を図る目的に限り、土壌環境
基準の概ね10倍の自然由来土壌の
受入を認める。
→土壌環境基準（環境庁告示第46
号：平成３年８月23日）について、安
全基準としては既定の基準値でもよ
いが、自然由来土壌の有効活用を図
るため、自治体等がこの基準を横引
きする際の適用について、但し書きな
どで運用しやすくして頂きたい。

環境省

①特区において条例による維持管理規程でも自然由来
土壌の埋立を認めるべきとのご要望について

現行の土壌汚染対策法及び関連法令においては、自然
由来等土壌構造物利用施設の対象を「他の法令により
維持管理を適切に行うことが定められているものに限る」
こととしており、このことを踏まえ、個別の施設の許可は
都道府県知事により判断されることとなっている。本件要
望については、維持管理規定の記載根拠が条例である
ことだけをもって要望を認められないということはなく、そ
の具体的な規定内容が土壌汚染対策法の想定する水準
の施設の維持管理が行われることが担保されるか否か
による。なお、本件で想定されているのが成田市の残土
条例であるとすれば、当該条例について、土壌汚染対策
法の枠組みにおいて規定している維持管理と同水準の
維持管理に関する規定が設けられているとは必ずしもい
えないと考えている。

②特区において土壌環境基準の概ね10倍の自然由来
土壌の受入を認めるべきとのご要望について

土壌汚染対策法の枠組みにおいては、自然由来等土壌
を自然由来等土壌構造物利用施設に用いようとする場
合、当該利用施設による新たな地下水汚染防止のため
に必要な措置が講じられていること等を許可要件として
いるところ。
仮に受入を認める自然由来土壌の汚染状態に係る許容
限度を土壌環境基準の10倍とする場合には、受入先の
施設に係る構造基準についても、上記要件に対応して環
境汚染を生じることないよう検討し確実に対策が講じら
れることが必要であるところ、その判断の在り方について
は、上記を参照願いたい。

1 （非公表）
自然由来土壌の
有効活用に関する
スキーム案

現状、土壌汚染対策法の一部を改正する法律及び汚染
土壌処理業に関する省令の規制により、都市開発事業
等により搬出された自然由来土壌は、従来の措置（管理
型処分あるいは焼却等による無害化）をする他、都道府
県知事が認めた「自然由来等土壌構造物利用施設」とし
て活用しなければならないのだが,その自然由来土壌を
他の民有地等で実施される造成事業の盛土等に、より柔
軟に有効活用できるよう規制緩和を提案する。

汚染土壌処理業に関する省令（平成
二十一年環境省令第十号）施行日：
令和３年４月１日（令和三年環境省令
第三号による改正）第１条５号イに規
定する「自然由来等土壌構造物利用
施設」について「他の法令により維持
管理を適切に行うことが定められてい
るものに限る」とされており、環境省
水・大気環境局土壌環境課長通達に
よる技術的助言によれば「土木構造
物の種類は、他の法令により維持管
理を適切に行うことが定められている
必要があり、具体的には、道路法に
基づく道路、港湾法に基づく港湾施設
（港湾堤防）等が想定される」と規定さ
れている。このため、自治体のいわゆ
る「残土条例」に基づき認可されてい
る民有地での埋立事業については、
厳しい維持管理が義務づけられてい
るにも関わらず「自然由来等土壌構
造物利用施設」とされず、自然由来土
壌を運び込むことが出来ず、有効活
用が図れない。
また、ほとんどの自治体では、残土条
例において、国の土壌環境基準（環
境庁告示第46号：平成３年８月23日）
を横引きして受入土壌の安全基準を
制定しているため、「自然由来土壌の
受入に関しては別途基準を定める」と
するなど基準が緩和されなければ民
有地等での埋立が出来ない状況であ
る。

各府省庁からの検討要請に対する回答
制度の所管・
関係府省庁

提案主体の氏名
又は団体名

事業の実施を不可能又は困難とさせ
ている規制等の内容

規制等の
根拠法令等

規制・制度改革のために提案する新
たな措置の内容

具体的な事業の実施内容提案名
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